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１ 財政計画策定について

エネルギー・原材料価格の高騰が続く中、本市においては、少子化・人口減少対策、

子育て支援の拡充、介護保険や後期高齢者医療事業などの特別会計へ支出する経費など

社会保障関連経費の増加に加え、老朽化した公共施設の改修や基幹道路の整備などの大

型ハード事業が続き、今後の財政需要は更に拡大していくものと見込まれます。

本市といたしましては、国内外の経済動向を注視し、将来、起こり得る急激な税収減

にも対応できる財政的な蓄えを行うとともに、「① 安全・安心、医療福祉」、「② 子育

て・教育の充実」、「③ 産業振興」、「④ 観光・シティプロモーション」の４本を軸と

した施策に、「カーボンニュートラルやＤＸの推進」、「モノづくり人材育成・産業

ネットワークの構築」、「土地利活用の一体的推進」といった中長期・横断的な施策を

加え、「職住近接」を推進し、持続可能な発展を目指していきます。

また、「働くまちから 働いて暮らすまちへ」の実現に向け、継続的で安定的な財政

基盤を確立するために、中期的な視点に立った財政計画を策定します。

（１）財政計画策定の意義

本財政計画は、必要なサービスを市民に提供するための財源の裏づけとするとともに、

健全な財政運営を堅持するために、中期的視点に立った収支見通しを示すもので、毎年

度の予算編成や総合計画の見直しの指針とするものです。

（２）財政計画策定の目的
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２ 財政計画策定の基本的な考え方

中期財政計画
（計画年度：R６～R10）

次回の中期財政計画
（計画年度：R７～R11）

見直し

（４）計画の公表
毎年、湖西市ウェブサイトに公開します。

（１）計画期間
令和６年度から令和10年度までの5年間とします。

（２）対象会計区分
一般会計（普通会計）

（３）計画の見直し
毎年、見直しを行い、現実を見つめた財政計画を策定します。
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３ 財政計画

（１）歳入内訳
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11,521 11,595 11,656 11,666 11,691 

2,358 2,358 2,358 2,358 2,358 
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4,365 5,277 5,490 5,203 5,011 
2,193 

4,175 3,589 2,734 3,692 
4,823 

4,925 3,682 4,525 
5,823 

（百万円）

市 税(A) 譲与税・交付金等(F)+(G)
地方交付税(H) 国・県支出金(I)+(J)
市 債(K) その他の収入(B)+(C)+(D)+(E)

費 目 考 え 方

市税 企業の業績回復や企業誘致の推進などに伴い、増加傾向で試算

市税、使用料及び
手数料、諸収入・その他

過去の実績、令和５度決算見込額及び令和６年度予算額を基に試算

繰 入 金
各年度の普通建設事業費などの歳出に合わせ、公共施設整備基金などの特定目的
基金及び財政調整基金の繰入れを見込む

地方交付税
普通交付税は、不交付を見込み、特別交付税は、過去５年間の実績を考慮して
試算

国庫支出金
県支出金

普通建設事業費に対応する額を計上し、その他は、令和５年度決算額見込額及び
令和６年度予算額を基に試算

市 債
普通建設事業費に対応する額で試算（消防防災センター、給食センター、市役所
新庁舎建設など、大型事業の実施に伴い、増加を見込む）

（単位：百万円）

R6 R7 R8 R9 R10

市 税 （A） 11,521 11,595 11,656 11,666 11,691

分 担 金 及 び 負 担 金 （B） 33 33 33 33 33

使 用 料 及 び 手 数 料 （C） 481 481 481 481 481

繰 入 金 （D） 2,056 2,635 1,555 2,398 3,696

諸 収 入 ・ そ の 他 （E） 2,253 1,776 1,613 1,613 1,613

地 方 譲 与 税 （F） 226 226 226 226 226

地方消費税交付 金等 （G） 2,132 2,132 2,132 2,132 2,132

地 方 交 付 税 （H） 100 100 100 100 100

国 庫 支 出 金 （I） 2,835 3,556 3,903 3,591 3,408

県 支 出 金 （J） 1,530 1,721 1,587 1,612 1,603

市 債 （K） 2,193 4,175 3,589 2,734 3,692

25,360 28,430 26,875 26,586 28,675

自
主
財
源

依
存
財
源

歳入合計

－3－



（２）歳出内訳
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4,933 4,957 5,004 5,048 5,071

4,365 4,568 4,580 4,588 4,601
1,698 1,660 1,890 1,996 2,060
4,105 4,113 4,113 4,012 4,011
817 1,115 1,168 1,386 1,3863,304 3,479 3,447 3,284 3,137

4,765
7,217 5,346 4,932 7,0651,371

1,319
1,325 1,338

1,342

（百万円）

人件費(A) 扶助費(B) 公債費(C)
物件費(D) 維持補修費(E) 補助費等(F)
普通建設事業費(G)+(H) その他の経費(I)+(J)+(K)

費 目 考 え 方

人 件 費 現状の職員数を基に試算

扶 助 費 過去の実績、令和５年度決算見込額及び令和６年度予算額を基に試算

公 債 費 既発債、将来発行予定の市債元利償還額を見込み試算

物件費、維持補修費
補助費等

過去の実績、令和５年度決算見込額及び令和６年度予算額を基に試算
補助費等に病院及び下水道操出金を含む

普通建設事業費
現時点での各事業の計画数値を積み上げて試算
本計画期間内の主な普通建設事業は次ページのとおり

積 立 金 基金運用利息積立金とふるさと応援基金積立金を見込み試算

繰 出 金 特別会計の計画等を基本に試算

そ の 他 過去の実績、令和５年度決算見込額及び令和６年度予算額を基に試算

（単位：百万円）

R6 R7 R8 R9 R10

人 件 費 （A） 4,933 4,957 5,004 5,048 5,071

扶 助 費 （B） 4,365 4,568 4,580 4,588 4,601

公 債 費 （C） 1,698 1,660 1,890 1,996 2,060

物 件 費 （D） 4,105 4,113 4,113 4,012 4,011

維 持 補 修 費 （E） 817 1,115 1,168 1,386 1,386

補 助 費 等 （F） 3,304 3,479 3,447 3,284 3,137

普 通 建 設 事 業 費 （G） 4,765 7,217 5,346 4,932 7,065

災 害 復 旧 事 業 費 （H） 2 2 2 2 2

積 立 金 （I） 147 123 123 123 123

繰 出 金 （J） 1,174 1,146 1,152 1,165 1,169

そ の 他 （K） 50 50 50 50 50

25,360 28,430 26,875 26,586 28,675

経

常

的

経

費

歳出合計

その他
経費

投資的
経費
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基金は、①積立基金：特定の目的のため

に財産を維持し、資金を積み立てるために

設置されるもの、②定額運用基金：特定の

目的のために定額の資金を運用するために

設置されるものとの大きく２つに分類する

ことができます。

積立基金のうち、財政調整基金は、年度

間の財源調整や緊急時の財政出動に欠かせ

ないことから、一定規模を確保していく必

要があります。

（５）市債の状況（年度末残高・元利償還金）

市債は、地方公共団体が道路等の都市基盤整備事業を実施するにあたり、資金調達のために

負担する債務で、その返済が一会計年度を超えて行われるものです。

世代間の負担の公平性や年度間の財政

負担の平準化を図るため、有効に活用す

る必要があります。

（参考）
令和４年度 標準財政規模類似団体 財政調整基金残高
・牧之原市 4,086百万円 ・伊豆の国市 3,354百万円

・菊川市 2,595百万円

（参考）
令和４年度 標準財政規模類似団体 一般会計市債残高
・牧之原市 20,541百万円 ・伊豆の国市 27,307百万円

・菊川市 17,721百万円

（４）基金の内訳
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R5 R6 R7 R8 R9 R10

3,518 3,468 3,501 3,413 3,212 3,083 

135 135 135 135 135 135 

4,121 3,811 2,841 2,892 
2,323 589 

895 797 
787 778 

769 

759 

8,669 
8,211 

7,264 7,218 
6,439 

4,566 

（百万円） 財政調整基金 減債基金 公共施設整備基金 その他基金

事業費
事 業 期 間

R6 R7 R8 R9 R10 備考

新居地域
センター

約26億円
R6供用開始

大規模改修

給食センター 約31億円

R9供用開始

敷地外整備費、受
入校改修費を含む

消防防災
センター

約57億円

R8供用開始

庁舎整備
庁舎整備

付属棟設計
供用開始

旧庁舎解体
付属棟整備

通信指令装置更新
事業費を含む

市役所新庁舎 約77億円

R11供用開始

基本計画 基本設計 実施設計 R11～12旧庁舎解体

鷲津地区学校
施設長寿命化

約34億円

※１ 上記のほか、「市立湖西病院」「小中学校の再編」「新居地域センター（ホール等）、子育て支援センター（のびりん）、
老人福祉センターの機能を持つ複合施設」を検討します。

（３）主な普通建設事業
※ 各年度の主な実施内容は、「設計等の準備 」「工事等 」で表しています。

計画が具体化していないものもあり、実施年度の調整を行う場合もあります。

※２ 今後の経済情勢等により、実施年度の調整や事業費の大幅な変動が見込まれます。

18,956 19,941 
22,328 

24,253 25,238 
27,152 

1,662 
1,698 1,660 

1,890 
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一般会計（市債残高・元利償還金）

年度末市債残高 元利償還額

しかし、過度の市債の活用は、後年度

に過重な負担を強いることになるので慎

重に対応しなければなりません。

センター整備

庁舎整備

実施設計 ～ 大規模改修
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実質公債費比率は、借入金の返済額を指標化し、資金繰りの深刻度を示すもので、一般会

計がその一部を繰出金として負担しているものを含めて算入しています。

また、将来負担比率は、借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高

を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の割合を示しています。

（２）標準財政規模

地方自治体の一般財源の標準的大き

さを示す指標で、実質公債費比率、将

来負担比率などの基本的な財政指標や

財政健全化指標の分母となる重要な数

値です。

４ 財政指標

（１）財政指標の見直し

（参考）・早期健全化基準 将来負担比率 350% 実質公債費比率 25%

・令和４年度県内市平均 将来負担比率 4.5％ 実質公債費比率 5.3%

（３）経常収支比率

年々、財政構造の硬直化が進んでいる

ことを踏まえ、今後、さらに一般行政経

費をはじめとする経常経費の抑制に努

め、弾力性を保持した財政運営を図って

いくことが肝要です。

環境センター再稼働事業に対する償還や消防防災センター、給食センター、市役所新庁舎建設や鷲津

地区学校長寿命化など大型事業が続くことから、実質公債費比率、将来負担比率ともには高くなる見

込みです。

経常収支比率は、財政構造の弾力性を

示す指標で、市税など毎年経常的に収入

される財源が、義務的経費など毎年経常

的に支出される経費に充当される割合を

示しています。
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次の２つの方向性で、今後の財政健全化対策を構築します。

・限られた財源を効果的に使うためのコスト削減

経費の無駄をなくし、身の丈に合った財政運営を行うため、中長期的な視点に

立った財政計画を目指し、創意工夫による経費の削減、すべての事務事業につい

て効果の把握、分析、検証と見直しを行うなど歳出削減の方策を構築します。

・積極的な財源創出策の推進（稼ぐ力の強化）

人口減少とそれによる減収対策として、「職住近接」をキーワードに「安全・安

心、医療福祉」、「子育て・教育の充実」、「産業振興」、「観光・シティプロ

モーション」を重点においた施策を展開し、移住・定住を促進させることで、将来

に向けて個人・法人市民税や固定資産税などの恒久かつ安定的な財源の確保を目指

していきます。

また、知恵を絞り豊かな発想と工夫で自主財源を生み出す「稼ぐ力」を強化し、

歳入確保策を積極的に推進していくとともに、これまでも取り組んできた収納率の

向上や公平かつ公正な受益者負担に向けた既存財源の確保策も推進していきます。

（２）具体的な財政健全化対策

① 歳入確保対策

ア 市税の確保

子育て・教育の充実、産業の振興や移住・定住などの事業に対し、「選択と集

中」で予算配分をし、市民税や固定資産税の安定的な歳入確保に積極的に取り組み

ます。

イ 税外収入の確保

観光・シティプロモーションを強化推進し、市の知名度アップや関係人口を拡大

させ、ふるさと納税の増収につなげていきます。また、あらゆる税外収入の可能性

を探り、歳入確保に積極的に取り組みます。

ウ 市税の収納率の向上

適正かつ公平な賦課を行い、納期内納付の実現及び滞納整理方針に基づく徴収強

化対策により自主財源の確保を図っていきます。

エ 使用料・手数料の適正化

公共施設等の利用制限を緩め、利用者拡大を図るとともに、公平かつ公正な受益

者負担となるよう、使用料の見直しを実施しました。手数料についても、必要に応

じた見直しを実施していきます。

オ 資産の活用

公共施設や遊休土地などの財産の利活用や売却を進めるため、民間による提案制

度などの活用について調査研究をし、自主財源の確保に積極的に取り組みます。

５ 財政健全化対策の構築

（１）財政健全化対策の方向性
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② 歳出削減対策

ア 事務経費の削減

業務の改善を目的とした「湖西市職員KAIZENグランプリ」の推進や働き方に対

する職員の意識改革などを進め、一層の業務執行体制の効率化と民間への委託など

を検証し、事務経費の削減に努めます。

イ 補助費等の削減

各種団体等への補助金について、真に必要な補助金かどうか、事業効果の把握、

分析、見直しを進めていきます。

ウ 物件費の削減

経常的な事務経費に加え、公共施設の有効性、公平性、重複する施設の有無など

を分析・検証し、公共施設の在り方を抜本的に見直して、施設の維持管理費を削減

します。

③ 財政運営対策

ア 事務事業評価を活用した予算編成

本市では、市の全ての事務事業を見直し、事務事業の評価をもとに課題を認識

し、次の改革や改善につなげていくことで、効果的・効率的な事業展開を目指し、

「事務事業評価」制度を導入しています。この制度を利用し、予算編成、施策の選

択と集中につながる仕組みを構築していきます。

イ 基準額配分方式を活用した予算編成

経常経費においては、部単位による基準額配分方式を活用し、より一層の事業の

見直し及び合理化を行い、無駄な経費を計上しないよう努めていきます。

また、普通建設事業については、総合計画との整合性に努めます。

ウ 財政情報の積極的な公表

市民が、市の財政状況を常に監視できるよう、市の広報紙やウェブサイトを通し

て、積極的に公表します。

（３）全般的な方向性

毎年度、本計画を見直しする中で、今後の経済情勢などにより多額の収支不足額が発

生し、これを解消できないと判断した場合には、普通建設事業の新規事業などについて

凍結する場合もあります。

したがって、投資的経費については可能な限り国や県の補助金等が財源として見込め

るものに限定し、一般財源や市債だけを財源とした単独の施設整備については抑制する

方針で臨みます。

さらに、独立採算制を基本とする企業会計や特別会計にあっては、経営健全化を推進

し、安易に各会計の収支不足を一般会計から補填するようなことがないよう、特に基準

外繰出しについては、抑制する方針で臨みます。
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「３ 財政計画」、「４ 財政指標」及び「５ 財政健全化対策の構築」を踏まえ、具

体的な数値目標を設定しました。

目標１ 市債残高の圧縮

目標２ 財政調整基金の確保

６ 財政目標の設定

（１）財政健全化対策の目標

市債の新規発行額を歳入総額の15％未満とする。

市債は、市の実施する大規模事業の負担が一時的に集中することを防ぎ、その恩恵を

受ける世代間の負担の公平を図る観点から必要な財源ですが、過度の市債は将来に大き

な負担を残すことになります。

市債残高は、平成12年度の約236億円をピークに減少してきましたが、バッテリー

ロードやバッテリーパーク整備、環境センター焼却再稼働、教育施設の長寿命化、給食

センターや消防防災センター、市役所新庁舎建設など、大型事業の実施に伴い、令和10

年度末で約271億円となる見込みです。

そのため、今後、安易に市債に頼らず、事業を精査することにより借り入れを抑え、

新規発行額を歳入総額の15％未満とします。

財政調整基金の残高を標準財政規模の20％以上とする。

自主財源である財政調整基金の確保は、財政の自立、持続可能性を確立する上で、欠

かせない取り組みです。年度間の財源の不均衡の調整や自然災害などの緊急時の財政需

要への対応、加えて、本市の経済は、製造業・自動車産業をはじめとする企業活動に支

えられていることもあり、景気の変動による急激な税収減（リーマン・ショック級の経

済危機）に対応するため、一定規模の確保が必要なことから、標準財政規模の20％以上

の残高確保を目標とします。
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７ 参考資料

（１）用語解説

用 語 説 明

い

依存財源

自主的に収入することができない財源のことをいいます。使

途や金額が定められ交付される国・県の補助金や市債などが

これにあたります。

一般会計

福祉、教育、道路整備、ごみ処理など地方公共団体がすべき

基本的な事業を経理する会計です。特定の目的については、

必要に応じて特別会計を設置し、経理を明確にしています。

一般財源

財源の使途が特定されず、どのような経費にも使用すること

ができる財源のことです。

地方税、地方譲与税、地方交付税などがあります。

く
繰出金

一般会計と特別会計または特別会計相互間において支出され

る経費のことです。

け

経常経費

毎年度持続して経常的に支出される経費で、地方公共団体が

行政活動を行うために必要な一種の固定的経費のことです。

人件費、物件費、維持補修費などがあります。

経常収支比率

財政構造の弾力性（柔軟性）を判断するための指標で、人件

費、扶助費、公債費のように毎年経常的に支出される経費

（経常経費）に、地方税、普通交付税などの使途が特定され

ておらず、毎年経常的に収入される一般財源（経常一般財

源）がどの程度充当されているかを示すもので、この数値が

低いほど、自由に使えるお金が多く財政需要に対して余裕が

あることになります。

減債基金
地方債の償還およびその信用維持のため、地方自治法第241

条の規定により設けられる基金のひとつです。

健全化判断比率

地方公共団体の財政状況を客観的に表す指標で、「実質赤字

比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将

来負担比率」の4つの財政指標の総称です。地方公共団体は、

この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった場合

には、財政健全化計画または財政再生計画を策定し、財政の

健全化を図らなければならないとされています。

こ

公債費
地方公共団体が借り入れた市債（地方債）の元金・利子の支

払いに要する経費のことです。

さ

財政調整基金

年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、不況などに

よる市税収入の大幅な減少や、災害発生により生じる予期せ

ぬ支出の増加などに備え、長期的視野に立った計画的な財政

運営を行うため、財源に余裕のある年度に積立て、財源不足

が生じる年度に取り崩しを行います。

一般家庭の預貯金に相当します。
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用 語 説 明

し

市債

学校や道路などを建設する場合のように、長期間にわたって

利用することができ、多額の経費が必要なものの財源に充て

るため、地方自治体が、政府・地方公共団体金融機構・銀行

などから調達する長期的な借入金を「地方債」といいます。

この「地方債」のうち、市が調達する資金が「市債」です。

市債を起こすことを「起債」といいます。

自主財源

市が自主的に収入することができる財源のことをいいます。

市税、分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附

金、繰入金、繰越金、諸収入がこれにあたります。

「自主財源」の割合が大きいほど財政は安定していると言え

ます。

実質公債費比率

地方公共団体の一般会計の公債費や公営企業債に対する繰出

金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額

に充当された一般財源の標準的な収入（標準財政規模）に占

める割合がどれくらいになっているかを示す指標です。財政

健全化判断比率の一つです。

将来負担比率

地方公共団体の一般会計等の借入金や将来支払う可能性があ

る負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来、財政を

圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標です。

財政健全化判断比率の一つです。

人件費
市長、市議会議員、職員などに勤労の対価として支払われる

報酬、給与や社会保険料等の経費のことです。

そ
早期健全化基準

健全化判断比率の内いずれかが、早期健全化基準以上である

場合は、「財政健全化計画」を定めなければなりません。

ち

地方交付税

国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税、国のたばこ税の

それぞれ一定割合を財源としており、地方公共団体ごとの財

源の均衡化を図り、地方財政の計画的な運営を保障するため、

国が一定の基準に基づき交付するものです。普通交付税と特

別交付税があります。

地方消費税交付金

都道府県の地方消費税収入額のうち、清算後の地方消費税の

2分の1に相当する額が人口及び従業者数の割合で市町村に交

付されるものです。

地方譲与税

国税として徴収され、地方公共団体に対して譲与される税の

ことで、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税と森林環境譲

与税があります。

つ
積立金

特定の目的のために財産を維持し、または資金を積み立てる

ために設けられた基金等に積み立てるための経費です。
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用 語 説 明

と

投資的経費

道路、橋梁、公園、学校、公営住宅の建設等、社会資本の形成

等に向けられ、その支出の効果がストックとして将来に残るも

のに支出される経費です。

特定目的基金
特定目的のために、財産を維持し、財産を積み立てるために設

置された基金のことです。

特別交付税

地方交付税の一部で、普通交付税で反映することができなかっ

た収入や個別・緊急の特別な財政需要（地震、台風等の自然災

害による被害など）に対しその事情を考慮して交付されるもの

です。

ひ

標準財政規模

国からみた自治体の財政的な規模を表したもので、地方公共団

体が標準的に収入されると見込まれる市税などの一般財源の規

模を表したものです。

ふ

扶助費
社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童、障害

者などを援助するための経費です。

普通建設事業費
道路、橋梁、学校、庁舎等公共用または公用施設の新増設等の

建設事業費に要する投資的経費のことです。

普通交付税

各地方公共団体ごとの標準的な必要額（基準財政需要額）と標

準的な収入（基準財政収入額）を見積もり、財政不足が生じる

場合、その不足額を基礎として地方公共団体に交付されるもの

です。

物件費 旅費、消耗品費、備品購入費、委託料などの消費的な経費です。

ほ

補助費等
各種団体に対する補助金、交付金、一部事務組合に対する負担

金、報償費、保険料等の経費です。
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